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１．海外との情報の交換の現状１．海外との情報の交換の現状

現行NACCSにおいては、海外との情報の交換について、関係各国や利用者の要望等を踏ま
え 下記のように対応を行 ている 第６次NACCSにおいても引き続き現行機能を継続す

区 分 概 要 備 考

え、下記のように対応を行っている。第６次NACCSにおいても引き続き現行機能を継続す
るとともに、新たな要望にも応えられるよう必要な機能を提供することとする。

１．個別検討事項 海外との情報の交換

２．現行仕様 現状における対応状況は下記のとおりとなっている。
SITA連携
海外の航空会社から「乗組員・旅客氏名情報」をSITA回線経由による
報告を可能としている。
eCert（Export  Certification）
オーストラリアから検疫証明書の取得を可能としている。

eC/O(Certificate of Origin)
マレーシアからの原産地証明書の取得に係る実証実験を実施している。

出港前報告制度
平成26年3月から実施予定の出港前報告制度（海上コンテナの積荷情
報を出港24時間前（近海航路は緩和措置あり）に報告する制度）に対報を出港24時間前（近海航路は緩和措置あり）に報告する制度）に対
応するため、海外の報告義務者によるNACCS利用を可能とする。

３．見直しの経緯
（利用者の要望等）

eCert、eC/Oの利用や出港前報告制度の導入に伴う海外からの電子情報
の報告の動き等海外との情報連携の機会が拡大している。これらの状況を踏（利用 要 等） 報 動き等海外 情報 携 機会 拡大 。 状 踏
まえ、海外との情報連携機能の拡充（例えば、日本からの海外への情報送信
機能）についても検討する。

４．次期仕様 海外との情報の交換に関しては、各国における制度・システムの違いや、
情報交換の対象によって様々なニーズが想定されるため 第６次NACCSで情報交換の対象によって様々なニーズが想定されるため、第６次NACCSで
は、海外との情報連携に対応可能となる機能を引き続き用意することとし、
具体的な案件については要望を把握・確認しつつ、別途検討する。

５．その他
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財務省税関、法務省入国管理局、厚生労働省検疫所に対して提出する「乗組員・旅客氏名表」について、海
外 航空会社からSITA回線を利用し 送信され くる「乗組員 旅客氏名情報 をNACCSにお 受信及び

２．SITA連携

外の航空会社からSITA回線を利用して送信されてくる「乗組員・旅客氏名情報」をNACCSにおいて受信及び
必要な変換処理（EDIFACTメッセージをNACCS EDI電文に変換）等を行ったうえで、関係官庁に対して同情
報の送信を可能としている（平成22年２月から提供開始）。

NACCS NACCS電文
P/L・C/L

SITA
受信端末

税 関

海外の航空会社

SITA電文

P/L・C/L

入国管理局

SITA回線 NACCS電文
P/L・C/L

海外の航空会社

SITA電文（EDIFACT）から
NACCS EDI電文に変換

入国管理局

NACCS電文
P/L・C/L

検疫所

SITA （Société Internationale de Télécommunications Aéronautiques ）（ q ）
：国際航空情報通信機構。世界200以上の国や地域の航空会社、旅行・輸送関連会社等550社以上が加盟。

設立は1949年。航空関係の情報提供，通信サービスを展開。
P/L（Passenger List）：旅客氏名表
C/L（Crew List）：乗組員氏名表
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農林水産省(動物検疫)及び厚生労働省(食品検疫)からの要請に基づき、オーストラリア政府が発行する「検疫証
明書 に 図 とおり 平成 年 月から (X ) ト( / )による

３．eCert連携（日ーオーストラリア間）

日 本オ ストラリア

明書」について、下図のとおり、平成23年5月からeCERT(XML)フォーマット(UN/CEFACT Standard)による
取得を可能としている（下図は平成25年１０月の統合後をイメージ）。

平成25年10月以降

・APS機能
・FAINS機能

日 本オーストラリア

検疫情報 NACCS

平成25年10月以降

インターネット

FAINS機能

AQIS
（EXDOC)

① 検疫証明書情報の送信

③ 貨物到着

② 事前情報の審査④ 輸入手続

⑤ 審査

通関業者 検疫所職員

⑤

項 目 eCert:Export Certification

【eCertの概要】

項 目 eCert:Export Certification

回 線 インターネット

対象国 オーストラリア⇒日本

提供開始時期 平成23年5月

対象品目 動物及び製品(肉、内臓、乳製品)

通信プロトコル HTTP(SOAP), XML通信プ ト ル ( ),

メッセージのフォーマット eCert (UN/CEFACT Standard)
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4．eC/O連携(日本ーマレーシア間実証実験)

財務省関税局からの要請に基づき、平成２２年１２月から、マレーシア（ダガンネット）との間で、日マレーシア
経済連携協定に係る原産地証明書（eC/O）の電子情報による受信から税関における通関審査までを含めた実証

税関への提出義務の緩和
マレーシア 日 本 原産地証

明書
（PDF）

経済連携協定に係る原産地証明書（eC/O）の電子情報による受信から税関における通関審査までを含めた実証
実験を行っている。

③原産地証明書（原本）の送付 原産地証
明書
（原本）

輸入者

③’原産地証明書（原本）をPDF化し、e-mail送信

輸出者

原産地証明書発給番号（C/O番号）の通知
（e mail FAX 電話等）

（PDF）

【保管】輸入者輸出者

①原産地証明書発給申請 ④原産地証明書発給
番号（C/O番号）

を通知

（e-mail、FAX、電話等）

NACCS

通関業者

ダガンネット

インターネット

NACCS

ADM2形式

⑤C/O番号を輸入申告
の備考欄に入力し、
送信（申告）

②原産地証明
書発給

ADM2形式
(ebXML)

②’原産地証明書発給情報
（原産地証明書発給番号（C/O番号）、

品名 数量他)【付・デジタル証明書】

⑥輸入申告受理

⑦C/O番号による照会⑧照会結果

⑦C/O番号をKeyに照会
(Web）

⑧照会結果の画面審査

税 関

品名、数量他)【付・デジタル証明書】

朱色部分については、PAAの認証
スキームにより情報の真正性が担保
される。 税 関

発給情報の画面審査の過程で、疑義があれば、通関業者
（輸入者）に対し、原産地証明書原本の提出を要求

国際貿易産業省（MITI)
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５５．出港前報告制度における．出港前報告制度におけるNACCSNACCS利用（接続）形態イメージ図利用（接続）形態イメージ図

出港前報告制度では、船舶の運航者等が、我が国に入港しようとする船舶に積み込まれた海上コンテナー貨
物に係る積荷情報を 原則としてコンテナー貨物の船積港を船舶が出港する24時間前までに電子的に税関へ

外国 ⽇本
⾃社システムとの接続は国内

物に係る積荷情報を、原則としてコンテナー貨物の船積港を船舶が出港する24時間前までに電子的に税関へ
報告することが求められている。本制度の施行は、平成26年3月を予定している。

船会社等
船会社等

NACCS

⾃社システムとの接続は国内
に設置したサーバからのみ 1.⾃社システムとのゲートウェイ接続

NACCS

Internet等
専⽤線

EDI
EDI

船会社等

サ ビスプロバイダサ ビスプロバイダ

税関
独⾃EDI

専⽤線

2.サービスプロバイダー経由接続

船会社等

サービスプロバイダーサービスプロバイダー

Internet
EDI

船会社等

船会社等
W b

SPシステムとの接続は国内
に設置したサーバからのみ

3.クライアントソフト(PS)接続

Web

パッケージ
ソフト(PS)

Web Entry

専 線専⽤線or

接続イメージ図

ソフト(PS)
SPが提供するWEBソフト

Internet
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